
外国人労働者と協働していくために

　人手不足を背景に、外国人労働者の数が年々増加しています。令和元年10月時点のハローワーク
松本管内で働く外国人は3,443人とされています。
　中小企業では、人手不足から外国人の雇用を考えている企業も多いようですが、言葉や文化・宗
教の違いなどを心配されて採用に踏み切れない企業もあるのではないでしょうか。
　そこで今回は、外国人技能実習生を含む外国人労働者40名以上を受け入れている、ビル清掃・施
設管理などを手掛ける㈱ウィルトスの担当者にお話しを伺うことができました。
　㈱ウィルトスでは、外国人労働者が安心して働ける労働環境の整備はもとより、生活者としても
自立できるよう積極的にサポートしています。日本語習得のサポートはもとより、病院を受診する
際には日本人社員が付き添ったりして、外国人に寄り添いながらのサポートを実践されています。
　また、日本の文化を理解してもらうために、松本ぼん
ぼんへも参加をしているとのことでした。
　また、採用の際には市の多文化共生プラザの職員に同
席してもらうなど、市のサービスも積極的に利用されて
います。
　松本市では、Ｍウイング３階に多文化共生プラザを設
置し、外国人の方へ様々なサポートを行っています。外
国人を雇用している事業主の方でも雇用している外国人
に関する悩みなどありましたらご活用ください。
　　　多文化共生プラザ　TEL ： 0263-39-1106

eco オフィスまつもと認定事業所を目指しませんか？ 
松本市では、省エネやごみの減量化など環境に配慮した取組み
を行っている事業所を応援するため、「eco オフィスまつもと」
という認定制度を実施しています。取組みを点数化し、その合
計点によって、一つ星から三つ星まで３ランクで評価します。

メリット　●市入札の総合評価落札方式の加点対象 ●市制度
資金の一部で利子補給対象（補給率0.8％） ●三つ星ランク認
定事業所のうち、特に優秀な事業所を表彰（令和元年度は鍋
林建工㈱様、川窪建設㈱様を表彰） ●市HPで事業所紹介 ●ロ
ゴマークの自由使用 ●認定証とステッカーの交付
対　象　市内に事務所がある事業所　認定期間　２年間
費　用　無料　　　　　　　　　　　申請期間　随時受付 
取り組み例　●事業所内でのごみ箱の複数設置「２点」
　　　　　　●LED照明の設置「１点」
　　　　　　●事業所周辺のごみ拾い「１点」
できるとことから始めて、地球に寄り添う事業所を
目指しませんか。詳しくは、QRコードの市HPへ！

【お問合せ先】松本市役所 環境政策課
電話：34-3268　FAX：34-0400
メール s-kankyo@city.matsumoto.lg.jp

最終回である今回は「パートタイム・有期雇用労働法の施行」について特集します。 

 「働き方改革関連法」によるパートタイム・有期雇用労働法が、2020 年 4 月（中小企業は 2021 年 4 月）

に施行されます。 

★この法改正のポイントは大きく３つに分かれています★

１ 不合理な待遇差の禁止 

  同一企業内において、正社員と非正規雇用労働者との間で、基本給や賞与などのあらゆる  

待遇について、不合理な待遇差を設けることが禁止されます。 

⑴  均等待遇規定について、個々の待遇ごとに、当該待遇の性質・目的に照らして適切と認め 

られる事情を考慮して判断されるべき旨を明確化。 

⑵  均等待遇規定について、新たに有期雇用労働者も対象とする。 

⑶  待遇ごとに判断することを明確化するため、ガイドライン(指針)を策定。 

２ 労働者に対する待遇に関する説明義務の強化 

非正規雇用労働者は、「正社員との 差の内容や理由」などについて、事業主に説明を求 

めることができるようになります。事業主は、非正規雇用労働者から求めがあった場合は、説 

明をしなければなりません。 

⑴  有期雇用労働者に対する、雇用管理上の措置の内容及び待遇決定に際しての考慮事項に関 

する説明義務を創設。 

⑵  パートタイム労働者・有期雇用労働者から求めがあった場合、正社員との間の待遇差の  

内容・理由等を説明する義務を創設。 

⑶  説明を求めた労働者に対する不利益取扱い禁止規定を創設。  

３ 行政による事業主への助言・指導等や裁判外紛争解決手続き(行政ＡＤＲ)の整備 

都道府県労働局において、無料・非公開の紛争  

遇差の内容・理由に関する説明」についても、行政ＡＤＲの対象となります。 

⑴  有期雇用労働者についても、行政による助言・指導等の根拠となる規定を整備します。 

⑵ 「均等待遇」や「待遇差の内容・理由」に関する説明についても、行政ＡＤＲの対象となり 

ます。

特集：「働き方改革」 最終回

（TEL 026-227-0125）までお問い合わせください～

～詳しくは長野労働局雇用環境・均等室

ecoオフィス認定事業所一覧（令和２年１月末現在）
☆☆☆ランク認定事業所（８事業所）
株式会社村瀬組 松本土建株式会社
鍋林建工株式会社 川窪建設株式会社
三協電気工業株式会社 ハシバテクノス株式会社
サワンド建設株式会社 株式会社小石興業

☆☆ランク認定事業所（９事業所）
株式会社アスピア 株式会社サクセン
清水口建設株式会社 株式会社大原建設
テスコム電機株式会社 株式会社信州グリーン
株式会社須澤電気商会 株式会社アイネット
株式会社藤澤組

☆ランク認定事業所（６事業所）
共和観光株式会社
松本リサイクルセンター

丸善土木株式会社

株式会社みすず建設 株式会社大和ホーム工業
株式会社国際サービスセンター 有限会社藤むら

待遇

解決手続きを行います。「均衡待遇」や「待
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